
【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年８月12日

【中間会計期間】 第31期中(自　2026年１月１日　至　2026年６月30日)

【会社名】 株式会社網屋

【英訳名】 AMIYA Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　石田　晃太

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号

【電話番号】 (03)6822-9999

【事務連絡者氏名】 執行役員　経営企画部長　宮田　昌紀

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号

【電話番号】 (03)6822-9999

【事務連絡者氏名】 執行役員　経営企画部長　宮田　昌紀

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社網屋(E37160)

半期報告書

 1/35



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第30期

中間連結会計期間
第31期

中間連結会計期間
第30期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 (千円) 2,746,527 3,397,090 5,936,430

経常利益 (千円) 478,764 633,561 1,048,861

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(千円) 325,252 435,249 751,735

中間包括利益又は包括利益 (千円) 351,845 464,574 777,140

純資産額 (千円) 2,547,131 2,356,354 2,833,597

総資産額 (千円) 6,078,049 8,919,358 6,940,634

１株当たり中間
（当期）純利益

(円) 39.57 52.47 90.84

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) 38.32 52.40 88.37

自己資本比率 (％) 41.8 26.2 40.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 593,164 495,912 1,301,692

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △68,868 △364,905 △85,725

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △21,915 156,034 △233,599

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 4,067,603 4,837,085 4,549,867
 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　２．2025年７月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。第30期の期首か

ら当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間においては、企業に対するサイバー攻撃やランサムウェア被害の深刻化を背景に、ゼロト

ラストを前提としたセキュリティ対策への移行や、サプライチェーン全体のリスク管理強化に向けた投資が継続

しております。加えて、政府においてもSCS評価制度の整備をはじめ、企業のセキュリティ対策水準の可視化・標

準化を促進する制度整備が進められており、企業に求められるセキュリティ対策は一層高度化しております。ま

た、競合となる海外製品につきましては、円安の影響により価格が高騰しており、国産製品の重要性が一層高

まっております。

このような事業環境の変化を背景に、当社のランサムウェア対策製品およびサービスに対する需要は堅調に推

移し、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比23.7%増の3,397,090千円、営業利益は前年同期比31.3%増の

638,840千円、経常利益は前年同期比32.3%増の633,561千円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比

33.8%増の435,249千円となりました。

 
セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 
データセキュリティ事業

当中間連結会計期間におけるデータセキュリティ事業は、サイバー攻撃の多発やSCS評価制度をはじめとする政

府によるセキュリティ対策強化の動きを背景に、大手製造業および大手IT企業からの受注が多く推移いたしまし

た。経済安全保障、内部統制、サプライチェーン監査等を目的とする導入が中心であることから解約率は低水準

で推移しており、安定的な収益基盤を形成しております。加えて、直近ではエネルギー産業や防衛産業といった

新たな業種からの新規受注も増加しており、当セグメントの顧客基盤は一層拡大しております。

この結果、当中間連結会計期間における売上高は前年同期比27.7%増の1,429,474千円、セグメント利益は前年

同期比51.5%増の681,308千円となりました。

 
ネットワークセキュリティ事業

当中間連結会計期間におけるネットワークセキュリティ事業は、クラウドシフトの進展やランサムウェア対策

ニーズの高まりを背景に、ネットワーク運用をまるごと提供する「Network All Cloud」が堅調に推移いたしまし

た。特に、複数拠点に工場を有する製造業をはじめとした中堅企業を中心に、ネットワークの運用・管理を一括

して任せたいというニーズが強く、受注が増加いたしました。また、大手資本提携先を通じた販売チャネルの拡

大も寄与しております。今後、急速な市場拡大が見込まれるSASE領域につきましては、引き続き積極的な販売促

進投資を行ってまいります。

この結果、当中間連結会計期間における売上高は前年同期比20.9％増の1,967,616千円、セグメント利益は前年

同期比7.7%増の494,343千円となりました。
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(2) 財政状態の状況

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における総資産は8,919,358千円となり、前連結会計年度末と比較して1,978,724千円増

加しました。これは主に、連結子会社の取得等により、現金及び預金が391,719千円増加、商品及び製品が

195,457千円増加、原材料及び貯蔵品が404,875千円増加、その他流動資産が257,275千円及びのれんが272,920千

円増加したこと等によるものです。

 
（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は6,563,004千円となり、前連結会計年度末と比較して2,455,967千円

増加しました。これは主に、社債の発行により、貸借対照表上の社債が1,500,000千円増加、ALogソフトウエアの

サブスクリプション契約の堅調な推移に伴い、契約負債が929,464千円増加したこと等によるものです。

 
（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は2,356,354千円となり、前連結会計年度末と比較して477,243千円

減少しました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益の計上に伴い利益剰余金が435,249千円増加した一

方で、配当の支払いにより利益剰余金が133,922千円減少し、自己株式の買付等により837,433千円減少したこと

等によるものです。

 
(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、4,837,085千円となり、前連結会計年度末と比較して

287,218千円増加しました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの変動要因は次の

とおりとなります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動におけるキャッシュ・フローは、495,912千円の収入超過となりました。これは

主に税金等調整前中間純利益や契約負債（前受金）の増加があったためです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動におけるキャッシュ・フローは、364,905千円の支出超過となりました。これは

主に子会社株式の取得があったためです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動におけるキャッシュ・フローは、156,034千円の収入超過となりました。これは

主に社債の発行による収入があったためです。
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(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(5) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に重要な変更はありません。

 
(6) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は100,771千円であります。なお、当中間期連結会計期間におい

て当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 
(9) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はあり

ません。

 

３ 【重要な契約等】

（第三者割当による無担保転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行）

　当社は、2026年２月12日開催の取締役会及び2026年２月20日開催の取締役会において、シンプレクス・キャピタル・

インベストメント株式会社が無限責任組合員を務めるシンプレクス・キャピタル・PIPEs投資事業有限責任組合１号（以

下「割当先」といいます。）を割当先とする第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「本新

株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」といいます。）及び第３回新株予約権（以下「本新株予約

権」といい、本新株予約権付社債及び本新株予約権を総称して「本募集証券」といいます。）の発行を行うことを決議

し、2026年３月13日に割当先との間で第三者割当て契約（以下「本第三者割当契約」といいます。）を締結し、同日に

払込みが完了いたしました。

本新株予約権付社債の発行総額は1,500,000千円、本新株予約権の発行価額の総額は8,854千円であります。

詳細につきましては、「第３　提出会社の状況　１　株式等の状況　（２）新株予約権等の状況　②その他の新株予約

権等の状況」をご参照ください。

なお、本第三者割当契約において、以下のとおり本社債について財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、

割当先は当社に対して本新株予約権付社債の繰上償還を請求する可能性があります。また、本新株予約権についても同

様の財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、割当先は当社に対して本新株予約権の取得を請求する可能性

があります。
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（財務制限条項抵触による繰上償還）

　本新株予約権付社債権者は、財務制限条項抵触事由（以下に定義する。）が生じた場合には、その選択により、当社

に対して、償還を希望する日（以下「繰上償還日」といいます。）の10銀行営業日以上前に事前通知を行った上で、繰

上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対

して請求する権利を有します（注）。

「財務制限条項抵触事由」とは、当社の2026年12月期以降の各事業年度末日における通期の貸借対照表（但し、連結貸

借対照表を作成している場合には連結貸借対照表）に記載される純資産合計の金額が、直前の事業年度末日における通

期の貸借対照表（但し、連結貸借対照表を作成している場合には連結貸借対照表）に記載される純資産合計の額の75％

を下回った場合、又は当社の2026年12月期以降に終了するいずれかの事業年度を最終年度とする２連続事業年度中の各

事業年度における通期の損益計算書（但し、連結損益計算書を作成している場合には連結損益計算書）に記載される経

常損益がいずれも損失であった場合をいいます。

（注）但し、本第三者割当契約により、本新株予約権付社債権者は、本第三者割当契約に規定する改善計画が財務制

限条項抵触事由が生じた日から90日以内に提出されず、若しくは財務制限条項抵触事由が生じた日を含む事業

年度の翌事業年度において財務制限条項抵触事由が解消しなかった場合に限り、本社債の繰上償還を請求する

ことができるとされています。

 
（財務制限条項抵触による本新株予約権の取得請求）

　割当先は、財務制限条項抵触事由が生じた場合であって、本第三者割当契約に規定する改善計画が同契約に従い提出

されず、若しくは財務制限条項抵触事由が生じた日を含む事業年度の翌事業年度において財務制限条項抵触事由が解消

しなかった場合には、その選択により、当社に対して、取得を希望する日の10銀行営業日以上前に事前通知を行った上

で、本新株予約権の全部又は一部の取得を請求することができます。当社は、取得日において、本新株予約権１個当た

りの払込金額と同額にて、当該取得請求に係る本新株予約権を取得するものとされています。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,830,400 8,830,400
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数100株

計 8,830,400 8,830,400 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

       該当事項はありません。
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② 【その他の新株予約権等の状況】

a.当社は、会社法に基づき新株予約権付社債及び新株予約権を発行しております。

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年２月12日

新株予約権の数（個）　 40

新株予約権のうち新株予約権の数（個）　 40

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）　 普通株式 464,972

新株予約権の行使時の払込金額（円）　 3,226

新株予約権の行使期間　
自 2026年３月13日

至 2030年12月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額（円）　
―

新株予約権の行使の条件　
各本新株予約権の一部行使はできないものとす

る。

新株予約権の譲渡に関する事項　

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文

及び第３項本文の定めにより本社債又は本新株

予約権のうち一方のみを譲渡することはできな

い。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 該当事項はありません。

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及び価額　

各本新株予約権の行使に際して出資される財産

は、当該本新株予約権に係る本社債とし、出資

される財産の価額は、当該本新株予約権に係る

本社債の金額と同額とする。

新株予約権付社債の残高（千円） 1,500,000
 

(注) １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通株式を新たに発

行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通

株式の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を下記に定める転換価額で除

した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

　　(イ) 転換価額は、当初3,226円とする。但し、転換価額は下記(ロ)の規定に従って調整される。

　　(ロ) 転換価額の調整

① 当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい

う。）をもって転換価額を調整する。

    
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝調整前転換価額 ×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
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② 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価額の適用時期については、次に定め

るところによる。

 (ⅰ) 下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、株式報酬制度（株式給付信

託を含む。）に基づき、当社又は当社の子会社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除

く。）又は従業員に当社普通株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、当社の業績連動型株式報酬制度及び譲渡制限付株式報酬

制度に基づき当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併により当社普通

株式を交付する場合を除く。） 　調整後転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はそ

の最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき

株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

 (ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以

降これを適用する。

 (ⅲ) 下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権

付株式又は下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）（但し、第３回新株予約権を除く。）を発行又は付与す

る場合（無償割当てによる場合を含む。但し、ストックオプション制度に基づき新株予約権を交付する場

合を除く。）

 調整後転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを

適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降こ

れを適用する。

 (ⅳ) 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合 調整

後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項

付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）に関して、当該調整前に本号③による行使価

額の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を考慮して算出するものとする。

 (ⅴ) 上記(ⅰ)乃至(ⅲ)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(ⅰ)乃至(ⅲ)にかかわらず、調整

後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法によ

り、当社普通株式を交付する。

  
（調整前転換価額 －

調 整 後 転 換 価

額）
×
調整前転換価額により

当該期間内に交付された株式数

 

株式数 ＝
 

調整後転換価額  
 

     この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 ③ 当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記④に定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に

定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調整式と併せて

「転換価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。

    時価 －１株当たりの特別配当
 

調整後転換価額 ＝
調整前転換価

額
×

 

時価  
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「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日における

各本社債の金額（金37,500,000円）当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいう。１

株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 ④ (ⅰ) 「特別配当」とは、2030年12月30日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基

準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第455条第２項及び第456条の規定により

支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を

配当の額とする。）の額に当該基準日時点における各本社債の金額（金37,500,000円配当に係る各基準日

につき、当該基準日時点における各本社債の金額（金37,500,000 円）当たりの本新株予約権の目的である

株式の数に、(i)20 円又は(ii)各基準日の属する事業年度における親会社株主に帰属する当期純利益に

60％を乗じた金額を、当該日時点の発行済株式総数で除した金額（但し、当該金額が０円を下回る場合

（当該事業年度において親会社株主に帰属する当期純損失を計上する場合を含む。）には０円とする。）

のいずれか高い金額を乗じた金額の当該事業年度における累計額とする。）（当社が当社の事業年度を変

更した場合には、新株予約権者と協議の上合理的に修正された金額）を超える場合における当該超過額を

いう。

 (ⅱ) 特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又は

第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月１日以降これを適用する。

⑤ 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を調

整する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた

額を使用する。

⑥(ⅰ) 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 (ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後転換価額が初めて適用される日（但し、上②(ⅴ)の場合

は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位ま

で算出し、小数第２位を四捨五入する。

  (ⅲ) 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後転換価額を初めて適用する日の１か月前の

日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式数を控除した

数とする。また、上記②(ⅱ)の場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日にお

いて当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

 ⑦ 上記②記載の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約

権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。

 (ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために転換価額の調整を必要

とするとき。

 (ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

 (ⅲ) 転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 ⑧ 転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後転換価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権付

社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前転換価額、調整後転換価額及びその適用開

始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記②(ⅴ)に定める場合その他適用開始日の前日までに

上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるとこ

ろに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場

合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。
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b.　第３回新株予約権

 
決議年月日 2026年２月12日

付与対象者の区分及び人数(社) 投資事業有限組合　１　

新株予約権の数(個) 3,200　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数(株)
普通株式　320,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,767(注)２

新株予約権の行使期間 自　2026年３月16日　至　2030年12月30日

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び

資本組入額(円)

発行価格　　　　32.26

資本組入額　　　16.13　(注)３

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得はできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
(注)13

 

(注) １．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」は、権利行使により減少した

個数及び株式の数並びに退職等により権利を喪失した者の個数及び株式の数は除外しており、新株予約権１

個につき目的となる株式の数は、100株であります。

なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整

し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てております。

調整後割当株

式数
＝
調整前割当株

式数
×株式分割等の比率

 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切り捨てております。

調整後割当

株式数
＝
調整前割当

株式数
×
調整前行使価額

調整後行使価額
 

また、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予

約権の行使、株式交換による自己株式の移転の場合によるものを除く。)は、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げております。

調整後行使

価額
＝
調整前行使

価額
×

既発行

株式数
＋

新発行・

処分株式数　
×
１株当たりの　

払込金額　

時 価
既発行株式数＋新株発行・処分株式数

 

３．新株発行等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

(１)下記第(４)号(2)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、

又は当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通

株式の「交付」という。）する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付

株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を

交付する場合、当社の業績連動型株式報酬制度及び譲渡制限付株式報酬制度に基づき当社

普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併により当社普通株

式を交付する場合を除く。）

 
 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、

無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき
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株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適

 用する。

(２)株式の分割により普通株式を発行する場合

 調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する

(３)下記第(４)号(2)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めの

ある取得請求権付株式又は下記第(４)号(2)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）（但

し、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権を除く。）を発行又

は付与する場合（無償割当てによる場合を含む。但し、ストックオプション制度に基づき

新株予約権を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が

当初の条件で行使されたものとみなして新株発行等による行使価額調整式を適用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合

は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用

 する。

(４)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の取得と引換えに下記第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する場合調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）に関して、当該調整前に上記③による行使価額の調整が行われ

 ている場合には、調整後行使価額は、当該調整を考慮して算出するものとする

(５)上記(1)乃至(3)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株

主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(1)乃至(3)にか

かわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合

において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をし

 た本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

株式数 ＝

（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数
 

調整後行使価額  
 

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 

(６）

(ⅰ)当社は、本新株予約権の発行後、下記(ii)に定める特別配当の支払いを実施する場合

には、次に定める算式（以下、新株発行等による行使価額調整式と併せて「行使価額調

整式」と総称する。）をもって行使価額を調整する。

 

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

時価 －１株あたりの特別配当  

時価  
 

 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終

の基準日における本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。

１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を

四捨五入する。

(ii) 「特別配当」とは、2030 年 12 月 30 日までの間に終了する各事業年度内に到来する
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配当に係る各基準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第 455

条第２項及び第 456 条の規定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とす

る剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。）の額に当該基

準日時点における本新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じて得た金額の

当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、2030 年 12 月 30 日までの

間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基準日につき、当該基準日時点にお

ける各本新株予約権１個当たりの目的である株式の数に、(i)20 円又は(ii)各基準日の

属する事業年度における親会社株主に帰属する当期純利益に 60％を乗じた金額を、当該

日時点の発行済株式総数で除した金額（但し、当該金額が０円を下回る場合（当該事業

年度において親会社株主に帰属する当期純損失を計上する場合を含む。）には０円とす

る。）のいずれか高い金額を乗じた金額の当該事業年度における累計額とする。）（当

社が当社の事業年度を変更した場合には、新株予約権者と協議の上合理的に修正された

金額）を超える場合における当該超過額をいう。

(iii) 特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会

社法第 454 条又は第 459 条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月１

日以降これを適用する。

４． 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満に

とどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由

が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整

前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

５．

(１) 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四

捨五入する。

(２)行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、上記

第(２)号(５)の場合は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日（終値のない

日数を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値とす

る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五

入する。

(３)行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初め

て適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日におい

て当社の保有する当社普通株式数を控除した数とする。また、上記第(２)号（２）の場

合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有す

る当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

６．上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

(i)株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額の

調整を必要とするとき。

 

(ii)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により

行使価額の調整を必要とするとき。

（iii)行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があ

るとき。
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７．行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及

びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合

その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速

 やかにこれを行う。

 ８．その他の本新株予約権の行使の条件

 各本新株予約権の一部行使はできない。

 ９．本新株予約権の取得条項

 各本新株予約権の取得条項は定めない。

 10．本新株予約権の行使請求の方法

(１)本新株予約権を行使する場合、第 11 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中

 に第 18 項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(２)本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額の全額を現金にて第 19 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口

 座に振り込むものとする。

(３)本新株予約権の行使請求の効力は、第 18 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必

要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価

 額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。

(４)本項に従い行使請求が行われた場合、その後これを撤回することができない。

11．新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

12.本新株予約権の払込金額の算定理由

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮

し、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株

価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動及び割当先の株式保有動向等について一定の前

提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を金 2,767 円とした。
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13．組織再編に伴う新株予約権の承継

　　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以

上を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約

権を以下の条件に沿ってそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、本号の取扱いは、本号に定める条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調

整した再編後の行使価額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて

得られるものとする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、当該行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の満

了日までとする。

(６) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(７) 再編対象会社による新株予約権の取得

上記３．に準じて決定する。

(８) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

14．付与対象者の権利行使により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は投資事業有限組合となっ

ています。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2026年１月１日～
2026年 ６月 30日

― 8,830,400 ― 65,968 ― 15,968
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(5) 【大株主の状況】

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

キヤノンマーケティングジャパ
ン株式会社

東京都港区港南二丁目16番６号 1,195 14.5

石田　晃太 千葉県船橋市 1,120 13.6

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 828 10.1

サイバーソリューションズ株式
会社

東京都港区芝浦三丁目４番１号 562 6.8

グローバルセキュリティエキス
パート株式会社

東京都港区海岸一丁目16番１号 352 4.3

Ende Flusses合同会社
神奈川県川崎市中原区小杉町一丁目526番８
号

302 3.7

株式会社菱友システムズ 東京都港区芝浦一丁目２番３号 270 3.3

網屋従業員持株会 東京都中央区日本橋浜町三丁目３番２号 258 3.1

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 253 3.1

新納　隆広 東京都新宿区 155 1.9

計 － 5,297 64.3
 

（注）１．上記のほか、自己株式596,742株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 596,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,216,400
 

82,164 ―

単元未満株式 普通株式 17,300
 

― ―

発行済株式総数 8,830,400 ― ―

総株主の議決権 ― 82,164 ―
 

(注)１．「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「単元未満株式」欄には、自己株式 42株が含まれております。

② 【自己株式等】

  2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社網屋
東京都中央区日本橋浜町
三丁目３番２号

596,700 ― 596,700 6.75

計 ― 596,700 ― 596,700 6.75
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年１月１日から2026年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、仰星監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,561,892 4,953,611

  受取手形及び売掛金 673,358 784,009

  商品及び製品 － 195,457

  仕掛品 80,659 138,711

  原材料及び貯蔵品 410,483 815,358

  その他 399,508 656,783

  流動資産合計 6,125,902 7,543,933

 固定資産   

  有形固定資産 82,297 185,586

  無形固定資産   

   のれん 86,740 359,660

   ソフトウエア 81,583 89,635

   その他 1,885 1,856

   無形固定資産合計 170,209 451,152

  投資その他の資産   

   投資有価証券 315,501 373,969

   長期前払費用 13,236 30,276

   繰延税金資産 111,877 182,411

   保険積立金 43,939 46,446

   敷金 62,128 43,152

   その他 15,541 62,429

   投資その他の資産合計 562,224 738,686

  固定資産合計 814,731 1,375,425

 資産合計 6,940,634 8,919,358
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 176,521 278,263

  短期借入金 700,000 550,000

  １年内返済予定の長期借入金 139,943 155,177

  未払金 162,957 109,708

  未払費用 174,142 150,060

  未払法人税等 219,857 194,361

  契約負債 2,059,339 2,988,803

  賞与引当金 88,700 14,929

  役員業績連動報酬引当金 22,400 8,430

  従業員業績連動報酬引当金 14,000 5,553

  その他の引当金 9,800 3,498

  預り金 27,663 25,236

  その他 104,889 47,196

  流動負債合計 3,900,213 4,531,218

 固定負債   

  社債 － 1,500,000

  長期借入金 92,063 392,015

  長期未払金 38,400 38,400

  退職給付に係る負債 70,927 94,442

  その他の引当金 5,433 5,683

  その他 － 1,245

  固定負債合計 206,823 2,031,786

 負債合計 4,107,036 6,563,004

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 65,968 65,968

  資本剰余金 902,467 919,181

  利益剰余金 2,316,420 2,616,023

  自己株式 △497,125 △1,334,559

  株主資本合計 2,787,731 2,266,615

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 41,443 69,648

  その他の包括利益累計額合計 41,443 69,648

 新株予約権 － 8,854

 非支配株主持分 4,422 11,236

 純資産合計 2,833,597 2,356,354

負債純資産合計 6,940,634 8,919,358
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 2,746,527 3,397,090

売上原価 1,468,669 1,769,898

売上総利益 1,277,857 1,627,192

販売費及び一般管理費 ※  791,427 ※  988,351

営業利益 486,430 638,840

営業外収益   

 受取利息 1,528 4,457

 受取配当金 700 1,225

 受取手数料 2,710 1,344

 助成金収入 90 12,859

 その他 298 1,624

 営業外収益合計 5,328 21,511

営業外費用   

 支払利息 5,500 4,884

 為替差損 2,791 1,265

 自己株式取得費用 2,397 8,000

 社債発行費 － 10,480

 その他 2,304 2,158

 営業外費用合計 12,994 26,790

経常利益 478,764 633,561

特別利益   

 固定資産売却益 － 6

 特別利益合計 － 6

特別損失   

 固定資産除却損 561 198

 その他 17 －

 特別損失合計 579 198

税金等調整前中間純利益 478,185 633,369

法人税等 152,932 196,999

中間純利益 325,252 436,370

非支配株主に帰属する中間純利益 － 1,121

親会社株主に帰属する中間純利益 325,252 435,249
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 325,252 436,370

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 26,593 28,204

 その他の包括利益合計 26,593 28,204

中間包括利益 351,845 464,574

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 351,845 463,453

 非支配株主に係る中間包括利益 － 1,121
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 478,185 633,369

 減価償却費 45,783 52,028

 のれん償却額 4,033 7,471

 賞与引当金の増減額（△は減少） △35,530 △85,700

 役員業績連動報酬引当金の増減額（△は減少） △14,042 △13,970

 従業員業績連動報酬引当金の増減額（△は減少） △6,602 △8,447

 その他の引当金の増減額（△は減少） 3,498 △6,052

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,963 3,512

 固定資産除却損 561 198

 投資事業組合運用損益（△は益） 2,036 2,075

 為替差損益（△は益） 1,757 △175

 受取利息及び受取配当金 △2,228 △5,683

 支払利息 5,500 4,884

 助成金収入 △90 △12,859

 自己株式取得費用 2,397 8,000

 社債発行費 - 10,480

 売上債権の増減額（△は増加） △47,345 131,206

 棚卸資産の増減額（△は増加） 64,784 △160,932

 前渡金の増減額（△は増加） △28,614 △27,801

 前払費用の増減額（△は増加） △41,247 △48,805

 仕入債務の増減額（△は減少） 40,400 △16,061

 契約負債の増減額（△は減少） 283,198 357,007

 未払金の増減額（△は減少） 16,678 △30,147

 未払費用の増減額（△は減少） △10,014 △33,242

 長期未払金の増減額（△は減少） △7,800 -

 未払消費税等の増減額（△は減少） △22,355 △49,482

 その他 △4,310 △10,180

 小計 732,596 700,690

 利息及び配当金の受取額 2,228 5,683

 利息の支払額 △9,743 △3,463

 助成金の受取額 90 12,859

 法人税等の支払額 △132,007 △219,857

 営業活動によるキャッシュ・フロー 593,164 495,912

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △7,544 △30,907

 無形固定資産の取得による支出 △20,247 △26,357

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△38,586 △305,299

 保険積立金の積立による支出 △3,045 △3,838

 保険積立金の解約による収入 870 2,123

 その他 △314 △625

 投資活動によるキャッシュ・フロー △68,868 △364,905
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の返済による支出 - △300,000

 長期借入金の返済による支出 △80,164 △79,696

 社債の発行による収入 - 1,489,519

 株式の発行による収入 540 -

 新株予約権の発行による収入 - 8,854

 自己株式の取得による支出 △302,537 △896,983

 自己株式の処分による収入 360,246 68,262

 配当金の支払額 - △133,922

 財務活動によるキャッシュ・フロー △21,915 156,034

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,757 175

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 500,623 287,217

現金及び現金同等物の期首残高 3,566,979 4,549,867

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  4,067,603 ※  4,837,085
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、株式会社アンペールの発行済株式の97.84％を取得したことにより、同社を

連結の範囲に含めております。

 
(第一種中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
至　2026年６月30日)

給料手当 239,304千円 249,170千円

株式報酬費用 23,834千円 30,119千円

退職給付費用 7,832千円 8,000千円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
至　2026年６月30日)

現金及び預金勘定 4,079,627千円 4,953,611千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △12,024千円 △116,526千円

現金及び現金同等物 4,067,603千円 4,837,085千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自　2025年１月１日　至　2025年６月30日)

１　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年６月２日付で、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社(現：NTTドコモビジネス株

式会社）から当社普通株式の自己株式処分による第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当中間連結

会計期間において資本剰余金が151,440千円増加し、当中間連結会計期間末において資本剰余金が891,074千円と

なっております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年１月１日　至　2026年６月30日)

１　配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 133,922 15.73 2025年12月31日 2026年３月27日
 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

(自己株式の取得)

当社は、2026年２月12日開催の取締役会決議に基づき2026年２月13日において、自己株式を303,200株取得し

ております。この結果、当中間連結会計期間において自己株式が837,433千円増加し、当中間連結会計期間末に

おいて自己株式が1,334,559千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前中間連結会計期間(自　2025年１月１日　至　2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

データ
セキュリティ
事業

ネットワーク
セキュリティ
事業

計

売上高      

一時点で移転される財又は
サービス

287,044 807,180 1,094,225 － 1,094,225

一定の期間にわたり
移転される財又はサービス

832,536 819,765 1,652,301 － 1,652,301

顧客との契約から生じる収益 1,119,581 1,626,946 2,746,527 － 2,746,527

外部顧客への売上高 1,119,581 1,626,946 2,746,527 － 2,746,527

セグメント間の内部売上高
又は振替高

20,800 － 20,800 △20,800 －

計 1,140,381 1,626,946 2,767,327 △20,800 2,746,527

セグメント利益 449,681 458,891 908,573 △422,143 486,430
 

(注) １.セグメント利益の調整額△422,143千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。なお、全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
 当中間連結会計期間(自　2026年１月１日　至　2026年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

データ
セキュリティ
事業

ネットワーク
セキュリティ
事業

計

売上高      

一時点で移転される財又は
サービス

331,829 852,140 1,183,970 － 1,183,970

一定の期間にわたり
移転される財又はサービス

1,097,645 1,115,475 2,213,120 － 2,213,120

顧客との契約から生じる収益 1,429,474 1,967,616 3,397,090 － 3,397,090

外部顧客への売上高 1,429,474 1,967,616 3,397,090 － 3,397,090

セグメント間の内部売上高
又は振替高

56,655 36,570 93,225 △93,225 －

計 1,486,130 2,004,186 3,490,316 △93,225 3,397,090

セグメント利益 681,308 494,343 1,175,652 △536,811 638,840
 

(注) １.セグメント利益の調整額△536,811千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。なお、全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

社債は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、中間連結貸借対照表計上額に前連結会

計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当中間連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏

しいため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

当社は、2026年５月13日開催の取締役会において、株式会社アンペールの株式を取得し連結子会社化することを

決議し、同日付で株式譲渡契約書を締結、2026年６月30日に株式を取得いたしました。

(1) 企業結合の概要

①  被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称   株式会社アンペール

　　事業の内容         コンピュータ応用機器及び周辺機器装置等の開発、製造、販売

② 企業結合を行った主な理由

当社は、サイバーセキュリティの総合プロバイダとして、セキュリティ製品の開発・製造・販売に加

え、コンサルティングやインシデント対応サービスなど、セキュリティに関するサービスを幅広く展開

しております。中でも今後の重要な事業領域の一つに位置づける、フルマネージドSASEサービス

「Verona」においては、これまでルータ（ハードウェア）の仕入れを海外に依存していたため、海外の

物価上昇並びに円安による調達コストの増加や外的要因による調達遅延といった課題を抱えていまし

た。 このような状況を踏まえ、産業機器やIT機器の製造を手掛けるアンペール社を子会社化すること

で、通信機器の調達コスト低減および安定供給の実現が期待できると判断し、本件株式取得を決議いた

しました。

③  企業結合日

　　2026年６月30日　株式の取得

④  企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

⑤  結合後企業の名称

　　結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

　　97.84％
 

⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が、現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　被取得企業の取得日を2026年６月30日としており、かつ中間連結決算日との差異が３か月を超えないこ

とから、当中間連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しているため、当中間連結会計期間には被

取得企業の業績は含まれておりません。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 538,274千円

取得原価  538,274千円
 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用等　2,662千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額 

　　280,391千円

　　なお、上記の金額は暫定的に算定された金額です。

②  発生原因

　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものです。

③ 償却方法及び償却期間

 効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却します。償却期間については、算定中です。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
至　2026年６月30日)

(1) １株当たり中間純利益 39円57銭 52円47銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 325,252 435,249

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

325,252 435,249

普通株式の期中平均株式数(株) 8,219,637 8,294,558

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 38円32銭 52円40銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 268,810 12,481

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

－

2026年2月12日開催取締役
会決議による第1回無担保
転換社債型新株予約権付社
債（新株予約権の数　40
個)
2026年2月12日開催取締役
会決議による第３回新株予
約権（新株予約権の数　
3,200個）

 

（注）当社は、2025年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算

定しております。
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(重要な後発事象)

（自己株式の取得）

当社は、2026年８月12日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項について決議しました。

 
１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を実施するためであります。なお、取得した

自己株式の一部は、2026年２月12日公表の第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第

３回新株予約権の転換・行使に際して交付する株式にも充当する予定です。

 
２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類　　　普通株式

（２）取得し得る株式の総数　　185,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　2.10％）

（３）株式の取得価額の総額　　取得日における上限株式数の買付金額

（４）取得日　　　　　　　　　2026年８月13日

（５）取得の方法　　　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

 
（ご参考）2026年７月31日時点の自己株式の保有状況

発行済株式総数（自己株式を除く）　　8,233,626株

自己株式数　　　　　　　　　　　　 　 596,774株

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 

2026年８月12日

株式会社網屋

取締役会　御中

 
仰星監査法人

 

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 新島　敏也  
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三島　陽  
 

 

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社網屋

の 2026 年１月１日から 2026 年 12 月 31 日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026 年１月１日から 2026 年

６月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益

計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社網屋及び連結子会社の 2026 年６月 30 日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って,会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結
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財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は,単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

 監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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